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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次

第45期

第１四半期累計

（会計）期間

第46期

第１四半期累計

（会計）期間

第45期

会計期間
自　平成22年３月１日

至　平成22年５月31日

自　平成23年３月１日

至　平成23年５月31日

自　平成22年３月１日

至　平成23年２月28日

売上高 （千円） 4,565,993 4,291,924 28,231,058

経常利益又は経常損失（△） （千円） △218,113 194,768 844,331

四半期（当期）純利益又は四半期純
損失（△）

（千円） △117,415 188,089 428,993

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 891,250 891,250 891,250

発行済株式総数 （株） 10,000,00010,000,00010,000,000

純資産額 （千円） 13,063,59113,698,69713,612,789

総資産額 （千円） 51,022,53947,771,75348,233,597

１株当たり純資産額 （円） 1,306.37 1,369.88 1,361.29

１株当たり四半期（当期）純利益金
額又は四半期純損失金額（△）

（円） △11.74 18.81 42.90

潜在株式調整後１株当たり四半期(当
期)純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 10.00

自己資本比率 （％） 25.6 28.7 28.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △572,138 △4,782,573 10,872,922

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △143,923 525,942 △208,970

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △1,048,540 1,115,636△6,172,807

現金及び現金同等物の四半期末（期
末）残高

（千円） 1,759,178 4,873,930 8,014,924

従業員数 （名） 88 88 87

(注) １．当社は第１四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、当第１四半期連結会計期間等に係る主要な経営

指標等の推移については、記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また第45期

第１四半期累計（会計）期間については、四半期純損失のため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

　　提出会社の状況（平成23年５月31日現在）

従業員数(名) 88　

(注) 従業員数は、就業人員であり、出向社員、契約社員、派遣社員（計16名）を含んでおります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 売上実績

当第１四半期会計期間における売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第１四半期会計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

売上金額(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

分譲マンション販売 3,334,095 77.7 ―

その他不動産販売 373,629 8.7 ―

不動産賃貸収入 574,578 13.4 ―

その他 9,620 0.2 ―

合計 4,291,924 100.0 94.0

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメントごとの前年同期比については、「セグメント情報」の適用初年度であるため、記載しておりませ

ん。

３．分譲マンション販売は、マンションの竣工後購入者へ引渡しが行われる際に売上高が計上されるため、開発

時期や工期等により四半期ごとの売上実績に偏向が生じる場合があります。

　

(2) 販売実績

当第１四半期会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第１四半期会計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

物件名 戸数(戸) 金額(千円)

分譲マンション販売

ワコーレハート明舞 55 1,568,160

ワコーレ芦屋ザ・マークス 17 926,577

その他分譲マンション 26 839,357

小計 98 3,334,095

その他不動産販売
戸建て住宅 8 373,629

小計 8 373,629

不動産賃貸収入
賃貸マンション等の賃貸収入 (注3)― 574,578

小計 (注3)― 574,578

その他
その他の収入 (注3)― 9,620

小計 (注3)― 9,620

合計 106 4,291,924

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．分譲マンション販売の物件各金額には、住戸売上のほかに分譲駐車場の金額が含まれております。

３．不動産賃貸収入及びその他には、販売住戸が含まれていないため、戸数表示はしておりません。

４．共同事業の戸数及び金額については、出資割合（小数点以下切捨て）によりそれぞれ計算しております。
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(3) 契約実績

当第１四半期会計期間における契約実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第１四半期会計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

期中契約高 契約残高

戸数(戸) 金額(千円) 戸数(戸) 金額(千円)

分譲マンション販売 101 3,453,429 445 14,113,979

その他不動産販売 57 545,919 58 546,835

合計 158 3,999,348 503 14,660,815

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．分譲マンション販売の金額には、住戸売上のほかに分譲駐車場の金額が含まれております。

３．その他不動産販売の戸数は、戸建て住宅及び販売用賃貸不動産の合計戸数を記載しております。

４．共同事業の戸数及び金額については、出資割合（小数点以下切捨て）によりそれぞれ計算しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、依然としてデフレ基調で推移しておりその長期化が

予測されるなか、３月に発生した東日本大震災は多方面に甚大な被害をもたらすとともに、原発問題に

よる電力のエネルギー不足の懸念は、今後の日本経済を低迷させるリスクを含んでおります。

また、震災の影響による消費マインドの冷え込みや製造業を中心とするサプライチェーンの機能低

下、全国的な節電意識の高まりを受け、企業活動を中心とする経済活動は見直しを余儀なくされてお

り、今後の経済情勢は不透明な状況が続くものと予測されます。

不動産業界においては、震災による影響を除けば、分譲市場は比較的安定的な状況が続いております

が、賃貸市場においては、コスト削減意識に拍車がかかるものと予測され、今後においても厳しい状況

が続くものと思われます。

当社においては、震災による直接的な影響は受けていないものの、一部のプロジェクトにおいて建築

部材の納入遅延や工期の延長が発生しており、四半期ごとの売上高及び損益に若干の影響を及ぼす可

能性はあるものの、通期においては概ね当初の計画通りに進捗するものと予測しております。

このような事業環境のなか、当社は、主要事業である分譲マンションの販売に注力するとともに、有

利子負債の削減及び賃貸用不動産のポートフォリオの最適化を目指すために、賃貸用不動産の売却に

も注力しながら、収益力向上に向けた取り組みを行ってまいりました。

その結果、当第１四半期会計期間における売上高は4,291百万円（前年同期比94.0％）、営業利益は

375百万円（前年同期は49百万円の営業損失）、経常利益は194百万円（前年同期は218百万円の経常損

失）、四半期純利益は188百万円（前年同期は117百万円の四半期純損失）となりました。

なお、当社の主要事業である分譲マンション販売は、マンションの竣工後購入者へ引渡しが行われる

際に売上高が計上されるため、開発時期や工期等により四半期ごとの業績に偏向が生じる場合があり

ます。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、セグメントごとの売上金額の前年同期比につい

ては、「セグメント情報」の適用初年度であるため、記載しておりません。

　
（分譲マンション販売）

分譲マンション販売の売上高は、3,334百万円となりました。

不動産販売事業のうち主力の分譲マンションにおきましては、開発の基盤となる優良用地は依然不

足しているものの、政策支援や金融緩和政策等により、マンション市場は全体的に落ち着きを取り戻し

つつあり、東日本大震災の影響については、一部の地域では見受けられますが、マンションの販売動向

は比較的安定的に推移しているものと思われます。

当社としましては、新規発売物件を中心に、契約獲得に向けた販売活動に注力してまいりました。

その結果、当第１四半期会計期間末において発売戸数44戸（前年同期比13.1％）、契約戸数101戸

（同52.9％）、引渡戸数98戸（同107.7％）、受注残戸数445戸（同194.3％）となっており、売上高は

3,334百万円、セグメント利益は255百万円となりました。

　
（その他不動産販売）

その他不動産販売の売上高は、戸建て住宅８戸の引渡により、売上高は373百万円、セグメント利益は

9百万円となりました。

　
（不動産賃貸収入）

不動産賃貸収入の売上高は、574百万円となりました。

賃貸その他事業のうち主力の賃貸事業におきましては、前期に引き続きオフィス・テナント関連の

賃料水準が弱含みで推移する中、住宅関連の入居率の向上と滞納率の改善に努めることにより、賃貸収

入の安定的な確保を目指してまいりました。

その結果、不動産賃貸収入は574百万円、セグメント利益は244百万円となりました。

　
（その他）

その他の売上高は、保険代理店手数料等で9百万円、セグメント利益は9百万円となりました。

　
(2) 財政状態の分析

（資産）

当第１四半期会計期間末における資産は、47,771百万円（前事業年度末比461百万円の減少）となり

ました。

主な要因は、分譲用地の購入、建物建築費の支払等により、たな卸資産が3,093百万円増加したこと等

に対し、たな卸資産の購入、仕入債務の支払、プロジェクト資金の返済等により現金及び預金が3,121百

万円の減少、賃貸不動産の売却及び減価償却費等により建物228百万円、土地221百万円が減少したこと

等によるものであります。

　
（負債）

当第１四半期会計期間末における負債は、34,073百万円（前事業年度末比547百万円の減少）となり

ました。

主な要因は、プロジェクト資金の調達に伴う長期借入金(１年内返済予定分含む)757百万円及び運転

資金等の短期借入金466百万円の増加等に対し、前期末竣工物件の仕入債務の支払いにより仕入債務

1,174百万円の減少、新規竣工物件の引渡に伴う前受金314百万円の減少及び未払消費税等297百万円の

減少等によるものであります。

　
（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産は、13,698百万円（前事業年度末比85百万円の増加）とな

りました。

主な要因は、利益配当金99百万円による繰越利益剰余金の減少等に対し、四半期純利益188百万円の

計上によるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、4,873百万円（前

事業年度末比3,140百万円の減少）となりました。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期会計期間において、営業活動の結果減少した資金は、4,782百万円（前年同期は572百万

円の減少）となりました。

主な要因は、税引前四半期純利益352百万円の計上等に対し、たな卸資産増加による資金の減少3,093

百万円、仕入債務減少による資金の減少1,174百万円、前受金減少による資金の減少314百万円等による

ものであります。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期会計期間において、投資活動の結果増加した資金は、525百万円（前年同期は143百万円

の減少）となりました。

主な要因は、定期性預金の純増加24百万円及び有形固定資産の取得による支出9百万円等の資金の減

少に対し、有形固定資産の売却による収入575百万円の資金の増加によるものであります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期会計期間において、財務活動の結果増加した資金は、1,115百万円（前年同期は1,048百

万円の減少）となりました。

主な要因は、長期借入金の返済2,546百万円及び配当金93百万円を支出したこと等に対し、マンショ

ン用地の購入資金等として長期借入金3,303百万円の調達、運転資金等の短期借入金の増加466百万円

による資金の増加によるものであります。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１．主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
２．設備の新設、除却等の計画

(1) 前事業年度末に計画していた重要な設備の新設、除却等について

前事業年度末の重要な設備の売却計画のうち、当第１四半期会計期間において完了したものは次の

とおりであります。

物件名

(所在地)

セグメント

の名称

設備

の内容

帳簿価額(千円)

売却年月

減少

戸数

（戸）
建物　他

土地

（面積㎡）
合計

ワコーレ里中
ＥＡＳＴ・ＷＥＳＴ
(兵庫県西宮市)

不動産

賃貸収入

賃貸用

不動産
149,124

221,034
(1,884.29)

370,158平成23年４月 76

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。

　
(2) 前事業年度末に計画していた重要な設備計画の変更

該当事項はありません。

　
(3) 新たに予定している重要な設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間末において、新たに予定している重要な設備の新設・除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 34,400,000

計 34,400,000

　

②　【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成23年５月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年７月15日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 10,000,000 10,000,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

（注）１、２

計 10,000,000 10,000,000－ －

(注) １．単元株式数：100株

２．完全議決権株式であり、株主としての権利内容に制限のない標準となる株式であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成23年５月31日 ― 10,000,000 ― 891,250 ― 936,439

　

(6) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

また、大量保有報告書については、前事業年度末より当第１四半期会計期間末までに異動等の報告は

受けておりません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年２月28日）に基づく株主名簿によ

る記載をしております。
平成23年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　 － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,999,400 99,994 －

単元未満株式 普通株式 600 － －

発行済株式総数 　 10,000,000 － －

総株主の議決権 　 － 99,994 －

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式数には、証券保管振替機構名義の株式は含まれておりません。

　

②　【自己株式等】

平成23年２月28日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 － － － － －

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成23年３月 ４月 ５月

最高(円) 440 383 393

最低(円) 232 323 352

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び前第１四半期累計

期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第

１四半期会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成23

年３月１日から平成23年５月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成22年３月１

日から平成22年５月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日ま

で）に係る四半期財務諸表並びに当第１四半期会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日ま

で）及び当第１四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成23年５月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※３
 6,550,855

※３
 9,672,324

売掛金 15,889 16,398

販売用不動産 ※３
 4,383,334

※３
 4,174,073

仕掛販売用不動産 ※３
 11,751,088

※３
 8,867,300

繰延税金資産 280,439 291,374

その他 ※３
 280,438

※３
 251,959

貸倒引当金 △226 △204

流動資産合計 23,261,819 23,273,226

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※１, ※３
 10,395,095

※１, ※３
 10,623,770

土地 ※３
 12,635,949

※３
 12,856,984

その他（純額） ※１
 167,472

※１
 177,999

有形固定資産合計 23,198,517 23,658,753

無形固定資産 387,149 385,547

投資その他の資産

その他 1,196,180 1,188,704

貸倒引当金 △271,913 △272,635

投資その他の資産合計 924,266 916,069

固定資産合計 24,509,933 24,960,370

資産合計 47,771,753 48,233,597

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,386,055 6,560,694

短期借入金 1,921,800 1,455,198

1年内償還予定の社債 30,000 30,000

1年内返済予定の長期借入金 4,983,216 6,444,832

未払法人税等 164,798 164,302

未払消費税等 16,992 314,658

前受金 1,119,127 1,433,382

賞与引当金 110,381 72,218

役員賞与引当金 1,200 600

完成工事補償引当金 19,000 21,000

資産除去債務 16,077 －

その他 415,989 513,619

流動負債合計 14,184,638 17,010,505

EDINET提出書類

和田興産株式会社(E04029)

四半期報告書

12/26



(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成23年５月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

固定負債

社債 745,000 760,000

長期借入金 17,925,025 15,706,103

退職給付引当金 109,551 103,327

役員退職慰労引当金 350,984 345,946

資産除去債務 86,985 －

その他 670,870 694,925

固定負債合計 19,888,417 17,610,302

負債合計 34,073,055 34,620,808

純資産の部

株主資本

資本金 891,250 891,250

資本剰余金 936,439 936,439

利益剰余金 11,881,448 11,793,358

自己株式 △27 △27

株主資本合計 13,709,110 13,621,020

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,576 5,054

繰延ヘッジ損益 △12,988 △13,284

評価・換算差額等合計 △10,412 △8,230

純資産合計 13,698,697 13,612,789

負債純資産合計 47,771,753 48,233,597
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年５月31日)

売上高 4,565,993 4,291,924

売上原価 3,911,432 3,333,708

売上総利益 654,560 958,216

販売費及び一般管理費 ※１
 703,667

※１
 582,296

営業利益又は営業損失（△） △49,106 375,919

営業外収益

受取利息 811 725

保険解約返戻金 3,965 －

その他 13,558 2,556

営業外収益合計 18,336 3,282

営業外費用

支払利息 163,269 149,361

その他 24,073 35,072

営業外費用合計 187,343 184,434

経常利益又は経常損失（△） △218,113 194,768

特別利益

有形固定資産売却益 － 205,555

受取損害賠償金 33,000 －

特別利益合計 33,000 205,555

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 47,634

特別損失合計 － 47,634

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △185,113 352,689

法人税、住民税及び事業税 1,000 158,000

法人税等調整額 △68,698 6,600

法人税等合計 △67,698 164,600

四半期純利益又は四半期純損失（△） △117,415 188,089
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△185,113 352,689

減価償却費 143,037 145,952

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,762 △700

賞与引当金の増減額（△は減少） 24,355 38,163

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 600 600

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 1,000 △2,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,425 6,224

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,037 5,037

受取利息及び受取配当金 △811 △725

支払利息 163,269 149,361

有形固定資産売却損益（△は益） － △205,555

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 47,634

受取損害賠償金 △33,000 －

有形固定資産除却損 73,292 13,498

売上債権の増減額（△は増加） 2,201 508

たな卸資産の増減額（△は増加） 486,576 △3,093,048

仕入債務の増減額（△は減少） △1,207,856 △1,174,638

前受金の増減額（△は減少） 134,594 △314,254

その他 29,866 △468,800

小計 △354,763 △4,500,053

利息及び配当金の受取額 901 332

利息の支払額 △221,246 △128,820

損害賠償金の受取額 33,000 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △30,029 △154,032

営業活動によるキャッシュ・フロー △572,138 △4,782,573

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △31,867 △24,025

有形固定資産の取得による支出 △89,964 △9,917

有形固定資産の売却による収入 － 575,714

無形固定資産の取得による支出 △689 △4,668

その他 △21,401 △11,160

投資活動によるキャッシュ・フロー △143,923 525,942

EDINET提出書類

和田興産株式会社(E04029)

四半期報告書

15/26



(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 54,000 466,601

長期借入れによる収入 1,398,600 3,303,755

長期借入金の返済による支出 △2,439,959 △2,546,449

社債の償還による支出 △15,000 △15,000

自己株式の取得による支出 △27 －

配当金の支払額 △46,153 △93,271

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,048,540 1,115,636

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,764,601 △3,140,994

現金及び現金同等物の期首残高 3,523,780 8,014,924

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,759,178 4,873,930
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期会計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期会計期間

(自　平成23年３月１日

　至　平成23年５月31日)

（会計処理基準に関する事項の変更）

 
「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用してお

ります。

これにより、営業利益及び経常利益は2,153千円、税引前四半期純利益は49,787千円、それぞれ減少しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は103,063千円であります。

 
　

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期会計期間

(自　平成23年３月１日

　至　平成23年５月31日)

１．固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

 
２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断については、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。

 
　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期会計期間

(自　平成23年３月１日

　至　平成23年５月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第１四半期会計期間末

(平成23年５月31日)

前事業年度末

(平成23年２月28日)

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 4,673,071千円

 

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 4,610,908千円

 
　２　偶発債務

（保証債務）

分譲マンション購入者の銀行借入金68,347千円に

対し保証を行っております。

 

　２　偶発債務

（保証債務）

分譲マンション購入者の銀行借入金69,356千円に

対し保証を行っております。

 

※３　担保資産

担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 1,305,496千円

有価証券 32,316千円

販売用不動産 3,144,652千円

仕掛販売用不動産 8,503,913千円

建物 9,591,183千円

土地 11,397,846千円

合計 33,975,409千円

 

※３　担保資産

担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 1,305,474千円

有価証券 32,304千円

販売用不動産 3,569,905千円

仕掛販売用不動産 6,080,909千円

建物 9,819,289千円

土地 11,618,881千円

合計 32,426,763千円

 
　４　当社の長期借入金のうち、11,964,029千円（シンジ

ケートローン契約）及び1,044,123千円について

は、それぞれ以下の財務制限条項が付されてお

り、当該条項に抵触することとなった場合には、

当該借入金について期限の利益を喪失するおそ

れがあります。

 

　(1) 長期借入金(11,964,029千円)に係る財務制限条項

　　①平成23年２月期以降に到来する各決算期の末日にお

ける貸借対照表の純資産合計金額を、平成22年２

月期及び直前決算期の末日における同表の純資

産合計金額の75％以上に維持すること。

　　②平成23年２月期以降に到来する各決算期の末日にお

ける損益計算書の経常損益を、２期連続（初回を

平成23年２月期及び平成24年２月期の２期とす

る）で損失としないこと。

 

　(2) 長期借入金(1,044,123千円)に係る財務制限条項

　　①各年度決算期の末日における貸借対照表において、

純資産の部の合計額を、平成22年２月期の年度決

算期の末日における純資産の部の合計額又は前

年度決算期の末日における純資産の部の合計額

のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

　　②各年度決算期の末日における損益計算書において、

経常損益の金額を、２期連続してマイナスとしな

いこと。

 

　４　当社の長期借入金のうち、12,100,000千円（シンジ

ケートローン契約）及び767,270千円について

は、それぞれ以下の財務制限条項が付されてお

り、当該条項に抵触することとなった場合には、

当該借入金について期限の利益を喪失するおそ

れがあります。

　

　(1) 長期借入金(12,100,000千円)に係る財務制限条項

　　①平成23年２月期以降に到来する各決算期の末日にお

ける貸借対照表の純資産合計金額を、平成22年２

月期及び直前決算期の末日における同表の純資

産合計金額の75％以上に維持すること。

　　②平成23年２月期以降に到来する各決算期の末日にお

ける損益計算書の経常損益を、２期連続（初回を

平成23年２月期及び平成24年２月期の２期とす

る）で損失としないこと。

 

　(2) 長期借入金(767,270千円)に係る財務制限条項

　　①各年度決算期の末日における貸借対照表において、

純資産の部の合計額を、平成22年２月期の年度決

算期の末日における純資産の部の合計額又は前

年度決算期の末日における純資産の部の合計額

のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

　　②各年度決算期の末日における損益計算書において、

経常損益の金額を、２期連続してマイナスとしな

いこと。
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(四半期損益計算書関係)

第１四半期累計期間

前第１四半期累計期間

(自　平成22年３月１日

　至　平成22年５月31日)

当第１四半期累計期間

(自　平成23年３月１日

　至　平成23年５月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 190,810千円

ガイドルーム費 169,660千円

貸倒引当金繰入額 4,149千円

役員報酬 30,000千円

給与手当 95,723千円

役員賞与引当金繰入額 600千円

賞与引当金繰入額 24,355千円

退職給付費用 6,030千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,037千円

福利厚生費 23,690千円

租税公課 73,259千円

減価償却費 7,990千円

支払手数料 23,348千円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 140,838千円

ガイドルーム費 97,860千円

役員報酬 30,000千円

給与手当 96,421千円

役員賞与引当金繰入額 600千円

賞与引当金繰入額 38,163千円

退職給付費用 6,324千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,037千円

福利厚生費 23,941千円

租税公課 64,137千円

減価償却費 7,180千円

支払手数料 27,976千円

 

　２　売上高及び売上原価の四半期ごとに偏向について

当社の主要事業である分譲マンション販売は、

マンションの竣工後購入者へ引渡しが行われる際

に売上高が計上されるため、開発時期や工期等に

より四半期ごとの業績に偏向が生じる場合があり

ます。

　２　売上高及び売上原価の四半期ごとに偏向について

同左

　
　

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期累計期間

(自　平成22年３月１日

　至　平成22年５月31日)

当第１四半期累計期間

(自　平成23年３月１日

　至　平成23年５月31日)

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年５月31日現在)

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　(平成23年５月31日現在)

現金及び預金勘定 3,322,337千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金及び定期積金

△1,563,158千円

現金及び現金同等物 1,759,178千円

　

現金及び預金勘定 6,550,855千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金及び定期積金

△1,676,925千円

現金及び現金同等物 4,873,930千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）及び当第１四半期累計期間（自　平成23年３月１日　至　平

成23年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期

会計期間末

  普通株式(株) 10,000,000

　
２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期

会計期間末

  普通株式(株) 99

　
３．新株予約権の四半期会計期間末残高等

該当事項はありません。

　
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月27日

開催の定時株主総

会

普通株式 99,999 10.00平成23年２月28日 平成23年５月30日 利益剰余金

　
(2) 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

　
５．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

(金融商品関係)

当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認

められません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認

められません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認

められません。
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(持分法損益等)

第１四半期累計期間

前第１四半期累計期間

（自　平成22年３月１日
　　至　平成22年５月31日）

当第１四半期累計期間

（自　平成23年３月１日
　　至　平成23年５月31日）

１．関連会社に関する事項

関連会社が存在しないため、該当事項はありませ
ん。

 

２．開示対象特別目的会社に関する事項

開示対象特別目的会社が存在しないため、該当事
項はありません。

 

１．関連会社に関する事項

同左
 

 

２．開示対象特別目的会社に関する事項

同左
 

 

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期会計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第１四半期会計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）

資産除去債務の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

が認められません。

なお、当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成

20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 

平成20年３月31日）を適用しているため、前事業年度の末日における残高に代えて、当第１四半期会計

期間の期首における残高と比較しております。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に商品・サービス別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う商品・サービスについて、包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は事業部を基礎とした商品・サービス別セグメントから構成されており、「分譲マンショ

ン販売」「その他不動産販売」「不動産賃貸収入」の３つを報告セグメントとしております。

 

各報告セグメントの主な内容は次のとおりであります。

(1) 分譲マンション販売

分譲マンションの開発、企画、販売を行っております。

(2) その他不動産販売

主に戸建て住宅、宅地、賃貸不動産等の開発、企画、販売を行っております。

(3) 不動産賃貸収入

主に住居系の賃貸マンションを中心とした不動産の賃貸を行っております。

（販売用で保有している収益物件の賃貸収入を含めております。）
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期累計期間（自  平成23年３月１日  至  平成23年５月31日）

区分

報告セグメント
その他
(千円)

合計
(千円)分譲

マンション販売
(千円)

その他
不動産販売
(千円)

不動産
賃貸収入
(千円)

計
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 3,334,095373,629 574,5784,282,3039,6204,291,924

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

－ － － － － －

計 3,334,095373,629 574,5784,282,3039,6204,291,924

セグメント利益 255,056 9,276 244,840 509,1739,128518,301

(注) 「その他」の区分には、報告セグメントには含まれない事業セグメントであり、解約手付金収入及び保険代理店手

数料収入等を含んでおります。

　
３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項)

利益 金額（千円）

報告セグメント　計 509,173

「その他」の区分の利益 9,128

全社費用（注） △142,382

四半期損益計算書の営業利益 375,919

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　
４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　
（追加情報）

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。

　

(賃貸等不動産関係)

当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）

賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

が認められません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末

(平成23年５月31日)

前事業年度末

(平成23年２月28日)

　

１株当たり純資産額 1,369円88銭

　

　

１株当たり純資産額 1,361円29銭

　

　 　

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期会計期間末

(平成23年５月31日)

前事業年度末

(平成23年２月28日)

純資産の部の合計額 （千円） 13,698,697 13,612,789

普通株式に係る期末の純資産額 （千円） 13,698,697 13,612,789

普通株式の発行済株式数 （株） 10,000,000 10,000,000

普通株式の自己株式数 （株） 99 99

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 （株） 9,999,901 9,999,901

　

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

第１四半期累計期間

前第１四半期累計期間

(自　平成22年３月１日

　至　平成22年５月31日)

当第１四半期累計期間

(自　平成23年３月１日

　至　平成23年５月31日)

 

１株当たり四半期純損失金額 11円74銭

 

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

 

 

１株当たり四半期純利益金額 18円81銭

 

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 　

 (注) １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目

前第１四半期累計期間

(自 平成22年３月１日

　至 平成22年５月31日)

当第１四半期累計期間

(自　平成23年３月１日

　至　平成23年５月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益

又は四半期純損失(△)
（千円） △117,415 188,089

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△) （千円） △117,415 188,089

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式の期中平均株式数 （株） 9,999,992 9,999,901

　

(重要な後発事象)

当第１四半期会計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年７月14日

和田興産株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　常　本　　良　治　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　三　井　　孝　晃　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている和田

興産株式会社の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第45期事業年度の第１四半期会計期間(平成

22年３月１日から平成22年５月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、和田興産株式会社の平成22年５月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成23年７月14日

和田興産株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　　常　本　　良　治　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　　三　井　　孝　晃　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて

いる和田興産株式会社の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの第46期事業年度の第１四

半期会計期間(平成23年３月１日から平成23年５月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成23年

３月１日から平成23年５月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期

損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有

する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の

監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、和田興産株式会社の平成23年５月

31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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